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表紙*Ｃ案*

第97回
定時株主総会
招集ご通知
開催日時

開催場所

2025年６月26日(木曜日)午前10時

兵庫県西宮市大社町10番45号
当社記念館大ホール
(末尾記載の｢第97回定時株主総会 会場ご案内図｣を
ご参照ください｡)

決議事項

議案 取締役7名選任の件

INDEX
招集ご通知 １
株主総会参考書類 ５
事業報告 11
連結計算書類 29
連結監査報告書 31
計算書類 33
監査報告書 35
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狭義招集

証券コード　6994
2 0 2 5 年 6 月 ６ 日

株 主 各 位
兵庫県西宮市大社町10番45号

取締役会会長 足達　信章

【当社ウェブサイト】
https://www.shizuki.co.jp

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/6994/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第97回　定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第97回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記の当社ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式情報」「株主総
会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「指月電機製作所」又は
「コード」に当社証券コード「6994」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、株主の皆様におかれましては、可能な限りインターネットまたは書面（郵送）により事前の
議決権行使をいただきますようお願い申し上げます。
お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申し上げま
す。

敬　具
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狭義招集

記
1. 日時 2025年6月26日（木曜日）　午前10時

受付開始時刻は午前９時を予定しております。

2. 場所 兵庫県西宮市大社町10番45号　当社記念館大ホール
（末尾記載の「第97回定時株主総会 会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目的事項
◆報告事項

1. 第97期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）事業報告、連結計算書類の内容並び
に会計監査人及び監査委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第97期（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）計算書類の内容報告の件
◆決議事項
　議案　取締役7名選任の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げま

す。

◎当日当社では、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承くださいますようお願い申し上
げます。
また、株主総会当日にお配りしておりましたお土産は取り止めとさせていただいております。
何卒ご了承賜りますようお願い申し上げます。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送り
いたします。なお電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条第2項の規定
に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

①事業報告の「業務の適正を確保するための体制」及び「業務の適正を確保するための体制の運用状況
の概要」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

なお、当該記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監査報告を作成するに際し、監査委員会が
監査した事業報告、連結計算書類、計算書類及び、会計監査人が監査した連結計算書類、計算書類の一部であ
ります。

◎電子提供措置事項に修正する必要が生じた場合は、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を前述のインター
ネット上の各ウェブサイトに掲載いたしますのでご了承ください。

◎決議ご通知について
「定時株主総会決議ご通知」につきましては、以前より株主の皆様へ書面にてご送付申し上げておりました
が、第92回分より書面による送付を取り止めとさせていただきました。これに伴い「定時株主総会決議ご通
知」につきましては、前述のインターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を行
使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページのご案内に従って、議案に対す
る賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

開催日時 行使期限 行使期限

2025年６月26日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2025年６月25日（水曜日）
午後５時20分入力完了分まで

2025年６月25日（水曜日）
午後５時20分到着分まで

議決権行使書のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
議案につき賛否の表示のない場合は、賛成の意
思表示があったものとしてお取扱いいたします。

議　案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に反対する場合
「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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取締役選任議案

株主総会参考書類

議案 取締役7名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位、担当 取締役会への
出 席 状 況

1 再 任
　

あ

足
 

　
だ ち

達
 

　
 

 
のぶ

信
 

　
あき

章
取締役　兼　取締役会会長
兼　代表執行役社長
指名・報酬委員

1８回／1８回
（100％）

２ 新 任
　

い な

稲
 

　
が き

垣
 

　
 

 
ゆ う

裕
 

　
い ち

一
専務執行役管理本部長
　兼　社長特命担当

―回／―回
（ー％）

３ 新 任
　

み

三
 

　
の

野
 

　
 

 
か つ

克
 

　
や

也
執行役企画本部長
　兼　コンプライアンス担当

ー回／ー回
（ー％）

４ 再 任
　

こ

小
 

　
や ま

山
 

　
 

 
よ し

義
 

　
お

雄
取締役
監査委員

1８回／1８回
（100％）

5 再 任
　

社 外

独 立
　

まつ

松
 

　
お

尾
 

　
 

 
ま こ

誠
 

　
と

人
取締役
指名・報酬・監査委員

1８回／1８回
（100％）

6 新 任
　

社 外

独 立
　

ま つ

松
 

　
お

尾
 

　
 

 　　
さとし

聡 ー ー回／ー回
（ー％）

7 新 任
　

社 外

独 立
　

み

御
 

　
くりや

厨
 

　
 

 
た だ

忠
 

　
あ き

章 ー ー回／ー回
（ー％）

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者

社 外
　
社外取締役候補者 独 立

　
東京証券取引所の定めに基づく独立役員候補者

本総会終結の時をもって、取締役（6名）は、任期満了となります。
つきましては、指名委員会の決定に基づき経営体制の強化を図るため新たに取締役1名を増員いたし、足達信章
氏、稲垣裕一氏、三野克也氏、小山義雄氏、松尾誠人氏、松尾聡氏、御厨忠章氏の取締役7名の選任をお願いす
るものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 1 再 任
　

あ

足
 

　
 

 
だ ち

達
 

　
 

 
の ぶ

信
 

　
 

 
あ き

章
（1955年5月20日生）

所有する当社の株式の数

61,200株
取締役会への出席状況

1８回／1８回（100％）
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

    1983年    4 月 当社入社
    1998年    10月 当社東京支店長　兼　営業開発部長
    2002年    6 月 当社取締役営業統轄部長　兼　技術統轄部長
    2003年    6 月 当社執行役営業統轄部長　兼　技術統轄部長

兼　東京支社長
    2006年    6 月 当社常務執行役マーケティング本部長　兼　東京支社長
    2012年    4 月 当社専務執行役事業統括・新規事業本部長　兼　東京支社長
    2016年    4 月 当社専務執行役技術統括本部長　兼　品質本部長
    2016年    10月 ㈱村田指月FCソリューションズ取締役副社長
    2017年    4 月 秋田指月㈱代表取締役社長（現任）
    2018年    6 月 当社取締役　兼　執行役副社長
    2019年    4 月 当社取締役　兼　代表執行役社長（現任）

岡山指月㈱代表取締役社長（現任）
アメリカンシヅキ㈱代表取締役会長（現任）
指月獅子起（上海）貿易有限公司董事長（現任）

    2020年    4 月 九州指月㈱代表取締役社長（現任）
タイ指月電機㈱代表取締役社長（現任）

    2020年    6 月 当社取締役会会長（現任）
　

 取締役候補者とする理由
足達信章氏は、代表執行役社長として当社グループを牽引するとともに、取締役会会長として取締役会での審議・意思決定機能の強化
に努めております。当社グループの経営に対する監督を行う取締役として適任であり、同氏の経験と識見が当社グループの維持発展に
期待できることから引き続き取締役候補者とするものであります。

候 補 者 番 号 2 新 任
　

い な

稲
 

　
 

 
が き

垣
 

　
 

 
ゆ う

裕
 

　
 

 
い ち

一
(1967年12月2日生)

所有する当社の株式の数

3,600株
取締役会への出席状況

ー回／ー回（―％）
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

    1990年    4 月 当社入社
    2017年    4 月 当社システム技術部長
    2020年    4 月 当社eパワーシステム事業統括部長
    2021年    4 月 当社執行役eパワーシステム事業統括部長
    2022年    7 月 当社執行役eパワー事業部長　兼　産業機器事業部長
    2024年    4 月 当社常務執行役産業機器事業部長

兼　九州指月㈱取締役副社長
    2025年    4 月 当社専務執行役管理本部長　兼　社長特命担当

兼　九州指月㈱取締役副社長（現任）
　

 取締役候補者とする理由
稲垣裕一氏は、長年当社グループの技術・開発及び、グループ会社の経営者として豊富な経験を有しており、当社グループの企業価値
の向上に貢献しております。また当社グループの経営に対する監督を行う取締役としても適任であり、同氏の経験と識見が当社グルー
プの維持発展に期待できることから取締役候補者とするものであります。
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 3 新 任
　

み

三
 

　
 

 
の

野
 

　
 

 
か つ

克
 

　
 

 
や

也
(1967年1月14日生)

所有する当社の株式の数

5,500株
取締役会への出席状況

ー回／ー回（―％）
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

    1990年    4 月 三菱電機㈱入社
    2016年    4 月 同社電力システム製作所経理部長
    2019年    4 月 同社名古屋製作所経理部長
    2021年    10月 同社財務部長
    2024年    4 月 当社執行役管理本部長　兼　コンプライアンス担当
    2025年    4 月 当社執行役企画本部長　兼　コンプライアンス担当（現任）

　

 取締役候補者とする理由
三野克也氏は、製造業出身者としての専門知識を有し、管理部門での豊富な経験と実績があることから、当社グループの経営に対する
監督を行う取締役として適任であります。同氏の経験と識見が当社グループの維持発展に必要であることから取締役候補者とするもの
であります。

候 補 者 番 号 4 再任
　

こ

小
 

　
 

 
や ま

山
 

　
 

 
よ し

義
 

　
 

 
お

雄
(1959年7月26日生)

所有する当社の株式の数

33,300株
取締役会への出席状況

1８回／1８回（100％）
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

    1982年    4 月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）入行
    2001年    7 月 同行監査役会事務局長
    2003年    3 月 ㈱りそなホールディングス監査役室長
    2007年    4 月 ㈱りそな銀行野田支店長　兼　福島支店長
    2009年    7 月 同行天六エリア営業部長
    2013年    4 月 りそな決済サービス㈱大阪支店長
    2014年    6 月 当社総務部長
    2017年    10月 当社経営企画室長　兼　総務部長
    2018年    4 月 当社執行役経営企画室長
    2019年    10月 当社執行役人事部長
    2020年    6 月 当社取締役（現任）

　

 取締役候補者とする理由
小山義雄氏は、金融機関出身者としての専門知識を有し、管理部門の執行役として豊富な経験と実績があることから、当社グループの
経営に対する監督を行う取締役として適任であります。同氏の経験と識見が当社グループの維持発展に必要であることから引き続き取
締役候補者とするものであります。
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 5
再 任
社 外
独 立

　
ま つ

松
 

　
 

 
お

尾
 

　
 

 
ま こ

誠
 

　
 

 
と

人
(1954年2月16日生)

所有する当社の株式の数

0株
取締役会への出席状況

1８回／1８回（100％）
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

    1976年    4 月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）入行
    2003年    10月 同行執行役
    2004年    6 月 ㈱埼玉りそな銀行代表取締役　兼　常務執行役員
    2006年    6 月 ㈱りそな銀行常勤監査役
    2009年    6 月 同行取締役　兼　専務執行役員
    2010年    6 月 りそなカード㈱代表取締役社長
    2011年    6 月 オークラ輸送機㈱監査役
    2012年    6 月 公益財団法人りそな中小企業振興財団理事
    2013年    4 月 りそなカード㈱顧問
    2013年    6 月 内外電機㈱監査役

アズワン㈱社外取締役
    2016年    6 月 アズワン㈱監査役
    2019年    6 月 当社取締役（現任）

　

 社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要
松尾誠人氏は、2019年6月から社外取締役を務めており、金融機関出身者としての専門知識と会社役員としての豊富な経験に基づ
く、貴重な提言をいただいております。当社グループの経営に対する監督を行う取締役として適任であり、同氏の経験と識見を当社グ
ループのコーポレート・ガバナンス強化に活かしていただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者とするものであります。

　

候 補 者 番 号 6
新 任
社 外
独 立

　
ま つ

松
 

　
 

 
お

尾
 

　
 

 
 

　
さとし

聡
(1959年９月13日生)

所有する当社の株式の数

0株
取締役会への出席状況

－回／－回（―％）
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

    1982年    4 月 バンドー化学㈱入社
    2000年    4 月 同社営業本部　東京支店MMP営業部長
    2004年    4 月 同社営業本部東京支店流通営業部長
    2006年    4 月 同社営業本部名古屋支店長
    2008年    4 月 同社大阪支店長
    2009年    4 月 同社理事MMP事業部長
    2013年    4 月 同社人事部長
    2015年    4 月 同社執行役員　兼　西日本バンドー㈱常務執行役員
    2015年    6 月 同社執行役員　兼　西日本バンドー㈱代表取締役社長
    2017年    4 月 同社執行役員　兼　産業資材事業部長
    2018年    4 月 同社常務執行役員　兼　産業資材事業部長
    2020年    4 月 同社常務執行役員　兼　バンドー・I・C・S㈱取締役会長
    2025年    4 月 同社常勤顧問　兼　バンドー・I・C・S㈱取締役会長（現任）

　

 社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要
松尾聡氏は、製造業において、営業・管理部門また経営者として豊富な経験と実績を有しており、当社全般に対する提言を頂くことが期
待できます。当社グループの経営に対する監督を行う取締役として適任であり、同氏の経験と識見が当社グループの維持発展に必要であ
ることから社外取締役候補者とするものであります。
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 7
新 任
社 外
独 立

　
み

御
 

　
 

 
くりや

厨
 

　
 

 
た だ

忠
 

　
あ き

章
(1979年４月12日生)

所有する当社の株式の数

0株
取締役会への出席状況

－回／－回（ー％）
　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

    2007年    12月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入所
    2011年    9 月 公認会計士登録
    2022年    10月 税理士登録

　　　　　　　御厨忠章公認会計士事務所代表（現任）
　　　　　　　合同会社みくりや代表社員（現任）
    2024年    1 月 ㈱Machidaホールディングス非常勤監査役（現任）

　

 社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要
御厨忠章氏は、公認会計士及び税理士として財務及び会計に関する高度な専門知識と、監査法人における豊富な監査経験に基づく、貴重
な提言をいただいけると期待しております。当社グループの経営に対する監督を行う取締役として適任であり、同氏の経験と識見を当社
グループのコーポレート・ガバナンス強化に活かしていただくことを期待し、社外取締役候補者とするものであります。

（注）1. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者 松尾誠人氏、松尾聡氏、御厨忠章氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は社外取締役候補者

である、松尾誠人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
　 また、松尾聡氏、御厨忠章氏も東京証券取引所が定める独立性の要件を満たしており、選任された場合は独立役員と

して届け出る予定であります。
なお、松尾誠人氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結時をもって6年であります。

3. 社外取締役としての独立性及び非業務執行取締役との責任限定契約について
（1）社外取締役候補者の独立性

①社外取締役候補者は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者の業務執行者になったことはありません。
②社外取締役候補者は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者の業務執行者から多額の金銭その他の財産

を受けたことはなく、今後も受ける予定はありません。
③社外取締役候補者は、いずれも取締役・執行役と三親等以内の親族関係はありません。

（2）非業務執行取締役との責任限定契約について
当社は、小山義雄氏、松尾誠人氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しておりますが、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令の定める最低責任限
度額としており、小山義雄氏、松尾誠人氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定でありま
す。
また、松尾聡氏、御厨忠章氏が選任された場合は、両氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

4. 当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担
することになる法律上の損害賠償金、争訟費用を当該保険契約により填補することとしております。各候補者が取締
役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同
内容での更新を予定しております。
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取締役選任議案

氏　名

スキル

企業経営 財務会計
法務・

コンプライ
アンス

営業・
マーケティング

研究開発・
技術 リスク管理 人材開発 業界知見 ガバナンス

足　達　信　章 〇 〇 〇 〇 〇 〇

稲　垣　裕　一 ○ ○ ○

三　野　克　也 ○ ○ ○ ○

小　山　義　雄 〇 〇 〇

松　尾　誠　人 〇 〇 〇 〇

松　尾　　　聡 ○ ○ ○ ○

御　厨　忠　章 ○ ○ ○

ご参考
取締役候補者の専門性と経験（スキル・マトリックス）について

　取締役会は、当社が必要とする豊富な知識、深い知見、高度な専門性を有する人材で構成することとし、社
外取締役にあたっては、多様な視点から業務執行を監督するために、社外取締役全体の専門性、経験、業種の
多様性、バランスを考慮し、当社の中期的な経営課題を適切に監督するための専門性・経験を有している人材
で構成することを方針としております。
　議案「取締役７名選任の件」が承認可決された場合、当社の取締役会は以下のようなスキルを持ったメンバ
ーにより構成されることとなります。

以　上
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事業の経過及び成果

1. 当社グループ(企業集団)の現況に関する事項

事業報告（自2024年4月1日　至2025年3月31日）

⑴ 事業の経過及び成果

　当連結会計年度における経済環境は、継続的な物価の上昇、中国市場での競争激化に加え、ここに
きて米国の貿易政策の動向も加わり、一層不透明感が増してきております。
　このような経済環境の下、継続して取り組んでいる生産性の改善や価格の適正化に加え、市場の動
向を踏まえた資源の再配分などの追求を進めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の連結売上高は過去最高となる27,346百万円（前年度比4.0％増）とな
りました。損益につきましては、営業利益1,990百万円（前年度比81.2％増）、経常利益1,797百万
円（前年度比60.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,194百万円（前年度比555.9％増）
となりました。
　なお、セグメント別での結果は次のとおりであります。
①コンデンサ・モジュール
　産業機器用コンデンサはパワエレ市場を中心に好調に推移したものの、ｘＥＶ用コンデンサは当社
採用品モデルのピークアウト、次モデルの立上げ遅れ等による影響により、前年同期比で減収となり
ました。
　結果、売上高は18,129百万円（前年度比1.3％減）となりました。
②電力機器システム
　力率改善用機器に関しては、国内における需要の増加を受けて好調に推移いたしました。
　結果、売上高は9,217百万円（前年度比16.1％増）となりました。
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事業の経過及び成果

売 上 高

第96期
2024年3月期

26,305百万円
　

前年度比
+4.0%

第97期
2025年3月期

27,346百万円
　　

営 業 利 益

第96期
2024年3月期

1,098百万円
　

前年度比
+81.2%

第97期
2025年3月期

1,990百万円
　　

経 常 利 益

第96期
2024年3月期

1,120百万円
　

前年度比
+60.4%

第97期
2025年3月期

1,797百万円
　　

親会社株主に帰属する当期純利益

第96期
2024年3月期

182百万円
　

前年度比
+555.9%

第97期
2025年3月期

1,194百万円
　　

部　門　別 売上高（前年度比） 備　考

コンデンサ・モジュール 18,129百万円 (1.3％減) 産業機器用コンデンサが好調の一方、
xEV用コンデンサが低調に推移

電 力 機 器 シ ス テ ム 9,217百万円 (16.1％増) 力率改善装置が伸長

コンデンサ・
モジュール
66.3%

電力機器
システム
33.7%

事業別売上構成比

18,365

第96期
2024年3月期

18,129

第97期
2025年3月期

7,940

第96期
2024年3月期

9,217

第97期
2025年3月期

▲

コンデンサ・モジュール

▲

電力機器システム

事業別売上高 （単位：百万円）
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設備投資の状況、資金調達の状況、当社グループの対処すべき課題

⑵ 設備投資の状況
　当社グループは、生産の合理化や需要増加に向けた設備増強及び研究開発強化を目的に継続的な投
資を行っております。当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は2,327百万円であり、その主な
内容は増産対応の設備等であります。

⑶ 資金調達の状況
　当連結会計年度においては、当社グループの所要資金として、金融機関より短期借入金として
300百万円、長期借入金として900百万円の調達を行いました。

⑷ 当社グループの対処すべき課題
　当社グループでは、2019年度を起点とし、10年後の2028年度を最終年度とする長期経営ビジョ
ンを策定し、その実現に向け、中期経営計画を３期に分けて策定・推進しております。
　中期経営計画第Ⅱ期（2022年度から3年間）の最終年度となる2024年度の売上高は、電力機器シ
ステムや産業機器用コンデンサの売上が伸長した一方で、需要環境の低迷からｘＥＶ用コンデンサが
大幅に減少したことなどにより当初計画を下回りました。利益面では、生産性改善に加えて、サプラ
イチェーンにおける価格適正化への対応等を着実に進めた結果、営業利益は、前年度比で大幅増益と
なりました。一方、中期経営計画第Ⅱ期の当初計画に対しては、ｘＥＶ用コンデンサの減産に伴う操
業度の悪化などにより達成には至りませんでした。
　こうした状況を踏まえ、当社は、中期経営計画第Ⅲ期（2025年度から4年間）におけるコンデン
サ・モジュールセグメントのポートフォリオ戦略として、ｘＥＶ用コンデンサについては、既存投資
で対応可能な案件に特化し注力しつつ、ｘＥＶ用コンデンサで得た高度な技術資産を産業機器用コン
デンサへ転用することで、製品競争力と生産能力を高め、収益力の強化、資産効率の改善を図ること
としました。これを加速させるため、事業部組織の統合を行い、コンデンサ軸トータルでの事業効率
の最大化を図ることで、当社グループ全体の資本効率の改善に繋げてまいります。
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設備投資の状況、資金調達の状況、当社グループの対処すべき課題

各セグメントにおける取組み
・コンデンサ・モジュール
◇ｘＥＶ用コンデンサ・産業機器用コンデンサ
　ｘＥＶ用コンデンサは、既存投資で対応可能な特定案件への注力により、投資の最適化を図ると
ともに、産業機器用コンデンサでは、ｘＥＶ用コンデンサで培った高度な技術資産（開発／製造技
術）を活かし、グローバルに通用する次世代モデルの開発をはじめとした製品競争力の強化と生産
能力の向上により、コンデンサ軸トータルでの収益力の強化、資産効率の改善に努めてまいりま
す。

・電力機器システム
◇電力・環境省エネ
　パワエレ技術のさらなる強化と、性能向上や省スペースなどの顧客ニーズに合わせた新製品開発
により、製品の市場競争力を高めるとともに、開発・販売・製造一体となった拡販･プロモーショ
ン活動を推し進め、収益力の維持・向上に努めてまいります。

　以上により企業価値の向上に努めてまいりますので、株主の皆様には、今度とも一層のご支援・ご
指導を賜りますようにお願い申し上げます。
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財産及び損益の状況推移

区　　　分 第 94 期
2022年3月期

第 95 期
2023年3月期

第 96 期
2024年3月期

第 97 期
（当連結会計年度）

2025年3月期

売 上 高 (千円) 23,874,797 26,127,747 26,305,919 27,346,541

経 常 利 益 (千円) 1,364,377 1,223,672 1,120,844 1,797,446

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (千円) 946,793 760,676 182,146 1,194,672

1株当たり当期純利益 (円) 28.69 23.05 6.72 47.30

総 資 産 (千円) 32,144,291 38,117,910 36,479,228 38,344,584

純 資 産 (千円) 24,964,651 25,737,480 22,772,091 23,747,003

23,874

第94期
2022年3月期

26,127

第95期
2023年3月期

26,305

第96期
2024年3月期

27,346

第97期
2025年3月期

単位：百万円
売上高

1,364

第94期
2022年3月期

1,223

第95期
2023年3月期

1,120

第96期
2024年3月期

1,797

第97期
2025年3月期

単位：百万円
経常利益

946

第94期
2022年3月期

760

第95期
2023年3月期

182

第96期
2024年3月期

1,194

第97期
2025年3月期

単位：百万円
親会社株主に帰属する当期純利益

28

第94期
2022年3月期

23

第95期
2023年3月期

6

第96期
2024年3月期

47

第97期
2025年3月期

単位：円
1株当たり当期純利益

32,144

第94期
2022年3月期

38,117

第95期
2023年3月期

36,479

第96期
2024年3月期

38,344

第97期
2025年3月期

単位：百万円
総資産

24,964

第94期
2022年3月期

25,737

第95期
2023年3月期

22,772

第96期
2024年3月期

23,747

第97期
2025年3月期

単位：百万円
純資産

⑸ 財産及び損益の状況推移
①　当社グループ（連結）の財産及び損益の状況

（注）第97期（当連結会計年度）の状況につきましては、「1.当社グループ（企業集団）の現況に関する事項⑴事業の経過及
び成果」に記載のとおりであります。
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財産及び損益の状況推移

区　　　分 第 94 期
2022年3月期

第 95 期
2023年3月期

第 96 期
2024年3月期

第 97 期
（当事業年度）
2025年3月期

売 上 高 (千円) 21,930,129 23,901,518 24,071,829 24,615,536

経 常 利 益 (千円) 1,287,940 2,193,633 2,261,787 2,453,434

当 期 純 利 益 (千円) 908,807 593,244 675,899 1,254,784

1株当たり当期純利益 (円) 27.54 17.98 24.93 49.68

総 資 産 (千円) 28,265,176 33,691,055 32,025,705 33,346,381

純 資 産 (千円) 21,381,422 21,688,837 18,709,334 19,547,836

21,930

第94期
2022年3月期

23,901

第95期
2023年3月期

24,071

第96期
2024年3月期

24,615

第97期
2025年3月期

単位：百万円
売上高

1,287

第94期
2022年3月期

2,193

第95期
2023年3月期

2,261

第96期
2024年3月期

2,453

第97期
2025年3月期

単位：百万円
経常利益

908

第94期
2022年3月期

593

第95期
2023年3月期

675

第96期
2024年3月期

1,254

第97期
2025年3月期

単位：百万円
当期純利益

27

第94期
2022年3月期

17

第95期
2023年3月期

24

第96期
2024年3月期

49

第97期
2025年3月期

単位：円
1株当たり当期純利益

28,265

第94期
2022年3月期

33,691

第95期
2023年3月期

32,025

第96期
2024年3月期

33,346

第97期
2025年3月期

単位：百万円
総資産

21,381

第94期
2022年3月期

21,688

第95期
2023年3月期

18,709

第96期
2024年3月期

19,547

第97期
2025年3月期

単位：百万円
純資産

②　当社（単体）の財産及び損益の状況
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主要な事業内容、主要な営業所及び生産拠点、従業員の状況

事　業　区　分 主な用途と商品

コンデンサ・モジュール

(産業機器用)
電鉄車両、高圧モータドライブ装置、直流送電システム、風力・太陽光発電シ
ステム、無停電電源装置、溶接機、誘導加熱装置等

(自動車用)
xEV駆動用インバータ、DC－DCコンバータ、DC－ACインバータ、電動コン
プレッサ、カーオーディオ、オルタネータ等

(家電用)
IHジャー、IHクッキングヒーター、換気扇、エアコン、ファンヒーター、
給湯器、空気清浄機、除湿器等

(その他)
エレベーター、電子顕微鏡、医療機器（MRI、CT、レントゲン装置等）、
ポンプ等

電 力 機 器 シ ス テ ム 力率改善装置、高調波抑制装置、瞬時電圧低下補償装置、鉄道き電設備、
回生電力再利用装置等

⑹主要な事業内容（2025年3月31日現在）
　当社グループにおける事業区分別の主な用途と商品は次のとおりであります。

名 称 所 在 地

東 京 支 店 東 京 都 （ 千 代 田 区 ）

中 部 支 店 愛 知 県 （ 名 古 屋 市 ）

関 西 支 店 兵 庫 県 （ 西  宮  市 ）

仙 台 営 業 所 宮 城 県 （ 仙  台  市 ）

日 立 営 業 所 茨 城 県 （ 水  戸  市 ）

広 島 営 業 所 広 島 県 （ 広  島  市 ）

福 岡 営 業 所 福 岡 県 （ 福  岡  市 ）

⑺ 主要な営業拠点及び生産拠点（2025年3月31日現在）
①　本社（兵庫県西宮市）

②　営業拠点
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主要な事業内容、主要な営業所及び生産拠点、従業員の状況

③　生産拠点
　本社（兵庫県西宮市）及び後記の「（9）②重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

事　業　の　名　称 従業員数

コ ン デ ン サ ・ モ ジ ュ ー ル 事 業 ９１６名

電 力 機 器 シ ス テ ム 事 業 １５９名

全 社 （ 共 通 ） ３１６名

計 １,３９１名

区　分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男　　　子 ２２２名 ０名（ー） ３９.１才 １２.３年

女　　　子 ５９名 ２名（増） ３８.７才 １１.０年

合　　　計 ２８１名 ２名（増） ３９.１才 １２.０年

⑻ 従業員の状況（2025年3月31日現在）
①　セグメント別従業員の状況

（注）上記従業員数には、臨時従業員（パートタイマー、嘱託等）1８２名を含めております。

②　当社（単体）の従業員の状況

（注）上記従業員数には、臨時従業員（パートタイマー、嘱託等）は含めておりません。

18



招
集
ご
通
知

株
主
総
会

参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
監
査
報
告
書

監
査
報
告
書

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

2025/05/27 20:30:15 / 24182172_株式会社指月電機製作所_招集通知_電子提供措置用

重要な親会社及び子会社の状況、主要な借入先及び借入額

会　社　名 資本金 当社の
出資比率 主要な事業の内容 所在地

九 州 指 月 株 式 会 社 千円
300,000 100％ 産業機器・電力機器用コンデンサ

及び電力機器の製造
福岡県
嘉麻市

秋 田 指 月 株 式 会 社 千円
300,000 100％ 民生機器・産業機器・自動車用

コンデンサの製造
秋田県
雄勝郡

岡 山 指 月 株 式 会 社 千円
300,000 100％ 自動車・民生機器用コンデンサ

及び電力機器の製造
岡山県
総社市

アメリカンシヅキ株式会社 千米ドル
17,600 100％ 民生機器・産業機器用コンデンサ

の製造販売 アメリカ

タ イ 指 月 電 機 株 式 会 社 千バーツ
33,000 80％ 民生機器・産業機器用コンデンサ

及び電力機器の製造販売 タイ

指 月 獅 子 起 （ 上 海 ）
貿 易 有 限 公 司

千米ドル
250 100％ 民生機器・産業機器用コンデンサ

の輸入販売 中国

⑼ 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,200,000千円

株 式 会 社 み な と 銀 行 2,200,000千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,100,000千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 800,000千円

⑽ 主要な借入先及び借入額（2025年3月31日現在）
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

2. 会社の株式に関する事項(2025年3月31日現在)

⑴ 発行可能株式総数
128,503,000株

⑵ 発行済株式の総数
33,061,003株

⑶ 株主数
4,933名

株　主　名 持　株　数 持　株　比　率

三 菱 電 機 株 式 会 社 6,980千株 27.6％

株 式 会 社 村 田 製 作 所 4,471千株 17.7％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,043千株 4.1％

指 月 協 友 持 株 会 967千株 3.8％

株 式 会 社 み な と 銀 行 925千株 3.7％

指 月 電 機 製 作 所 自 社 株 投 資 会 413千株 1.6％

清 原 　 達 郎 388千株 1.5％

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 383千株 1.5％

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 301千株 1.2％

株 式 会 社 ノ ザ ワ 224千株 0.9％

⑷ 大株主
　大株主上位10名は下記のとおりであります。

（注） 持株比率は、自己株式（7,805,591株）を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

⑴ 当事業年度末日におけるストックオプションとしての新株予約権の状況
　該当事項はありません。

⑵ 当事業年度中に交付したストックオプションとしての新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

4. 会社役員に関する事項

氏　　　名 地　位 担　当 重要な兼職の状況

足 達 信 章 取締役
取締役会会長
指名委員
報酬委員

秋田指月㈱　代表取締役社長
岡山指月㈱　代表取締役社長
九州指月㈱　代表取締役社長
アメリカンシヅキ㈱　代表取締役会長
タイ指月電機㈱　代表取締役社長
指月獅子起（上海）貿易有限公司　董事長

大 槻 正 教 取締役 指名委員
報酬委員 ―

小 山 義 雄 取締役 監査委員長 ―

谷 　 和 義 取締役
指名委員長
報酬委員
監査委員

―

松 尾 誠 人 取締役
報酬委員長
指名委員
監査委員

―

奥 西 啓 祐 取締役
指名委員
報酬委員
監査委員

奥西公認会計士事務所代表

⑴ 当事業年度末日における取締役及び執行役
①　取締役

（注）1. 谷和義氏、松尾誠人氏、奥西啓祐氏は、社外取締役であります。なお、当社は社外取締役全員を㈱東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

2. 当社の監査委員会については次のとおりであります。
取締役小山義雄氏は、常勤の監査委員であります。常勤の監査委員を選定している理由は、社内事情に精通した者
が、取締役会以外の重要な会議等への出席や、内部監査部門等との連携を密に図ることにより得られた情報を基に監
査委員会による監査の実効性を高めるためであります。

3. 取締役小山義雄氏は金融機関出身者としての専門知識を有するなど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

4. 取締役奥西啓祐氏は公認会計士、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもので
あります。

5. 取締役奥西啓祐氏が兼職している法人と当社との間には特別な利害関係はありません。
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会社役員に関する事項

区　　分 氏　　名 出席状況、発言状況及び社外取締役に期待
される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 谷　　　和　義

当事業年度に開催された取締役会18回、指名委員会4回、
報酬委員会3回、監査委員会8回すべてに出席し、製造業に
おける技術・経営分野等の豊富な経験を基に、取締役会や
各委員会において意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めに積極的に発言するなど、期待される役割に基づき提言
等を行っております。

社外取締役 松　尾　誠　人

当事業年度に開催された取締役会18回、指名委員会4回、
報酬委員会3回、監査委員会8回すべてに出席し、専門知識
と会社役員としての豊富な経験を基に、取締役会や各委員
会において意思決定の妥当性・適正性を確保するために積
極的に発言するなど、期待される役割に基づき提言等を行
っております。

社外取締役 奥　西　啓　祐

当事業年度に開催された取締役会18回、指名委員会4回、
報酬委員会3回、監査委員会8回すべてに出席し、専門知識
と監査法人における豊富な経験を基に、取締役会や各委員
会において意思決定の妥当性・適正性を確保するために積
極的に発言するなど、期待される役割に基づき提言等を行
っております。

②　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役及び執行役を対象として締結しており、
被保険者は保険料を負担しておりません。
なお、当該保険契約では被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金、争訟費用を当該保
険契約により填補することとしております。

③　責任限定契約の内容の概要
当社は、非業務執行取締役である小山義雄氏、谷和義氏、松尾誠人氏、奥西啓祐氏との間で、会
社法第427条第1項及び当社定款第31条第2項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定
める最低責任限度額としております。

④　社外取締役の当事業年度における主な活動状況
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会社役員に関する事項

氏　　　名 地　位 担　当 重要な兼職の状況

足 　 達 　 信 　 章 代表執行役社長 ― ①取締役の表に同じ

大 槻 正 教 専務執行役 社長（経営）補佐 ―

稲 垣 裕 一 常務執行役 産業機器事業部長
　兼　社長特命担当 九州指月㈱取締役副社長

小 田 　 敦 執行役 営業本部長 ㈱村田指月FCソリューションズ取締役副社長

牧 添 浩 明 執行役 品質本部長 ―

三 野 克 也 執行役 管理本部長
　兼　コンプライアンス担当 ―

野 上 栄 一 執行役 xEV事業部長 岡山指月㈱取締役工場長

⑤　執行役

（注）足達信章氏、大槻正教氏は、取締役と執行役を兼務しております。
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会社役員に関する事項

区　分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

支給人員
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取　締　役
（うち社外取締役）

45,139千円
（23,349）

34,800千円
（18,000）

10,339千円
（5,349）

ー
（ー）

4名
（3）

執　行　役 142,000千円 97,339千円 44,661千円 ー 7名

計 187,139千円 132,139千円 55,000千円 ー 11名

⑵ 当事業年度に係る取締役及び執行役の報酬等の額

（注）1. 期末現在の人員は、取締役6名、執行役7名で内2名は取締役と執行役を兼務しております。取締役と執行役の兼務者
の報酬は、執行役の報酬等の額の欄に記載しております。

2. 業績連動報酬につきましては、当事業年度に費用計上すべき額を記載しております。

⑶ 取締役及び執行役の報酬等の額の決定に関する方針
①報酬制度の方針の決定の方法
　当社は、指名委員会等設置会社として、社外取締役が過半数を占める報酬委員会を設置、社外取
締役を委員長として、透明性・公平性・客観性を確保しつつ報酬の方針及びその額を決定しておりま
す。
　当社の役員報酬の決定については、中期経営目標に基づく当社グループの中長期の企業価値向上
と、短期業績の確保両面へのモチベーションを促すことを指向した体系としております。
　また、報酬水準の設定にあたっては、当社の発展を担う有意の人材の確保を可能とするレベルを
目標としております。
　報酬委員会は、上記の方針に則り、取締役及び執行役の個人毎の報酬を決定しております。
その概要は以下のとおりであります。

②基本方針
　1)取締役及び執行役の報酬は、それぞれの役割と責任に連動させます。
　2)取締役の報酬は、経営監督機能の十分な発揮に資するものとします。
　3)執行役の報酬は、業務の執行を通じた企業価値の持続的な向上への貢献を促すとともに、短期・

中長期の成果も考慮します。
　4)株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対しての説明責任を果たせる透明性・公平性・客

観性の高い報酬体系とします。
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会社役員に関する事項

区　分 基本報酬 業績連動報酬等

社外役員 本俸（固定給） － 年次賞与

社内役員 本俸（固定給） 職務手当 特別執行手当 年次賞与

③役員報酬体系
　当社の役員報酬は、それぞれの役員の役位と役割に応じた基本報酬と、業績連動報酬である年
次賞与にて構成されております。

　報酬体系
　1)取締役（社外）

本俸（固定給）である基本報酬と、業績連動報酬である年次賞与から構成されております。
　2)取締役（社内）、執行役

役位に応じた本俸（固定給）と、役割に応じた職務手当及び特別執行手当を基本報酬とし、これ
に業績連動報酬である年次賞与を加え構成されております。

　なお、非金銭報酬等は採用しておりません。

④報酬の決定の考え方
　1)本俸（固定給）

役員としての役位に応じた額を設定しております。水準設定にあたっては、下記2）項の職務手
当との合算額について、上場企業の統計データ等をもとに、当社としての水準を決定しておりま
す。

　2)職務手当
役員としての役割（職責）に応じた額を設定しております。水準設定にあたっては、上記1）の
本俸（固定給）との合算額について、上場企業の統計データ等をもとに、当社としての水準を決
定しております。個人別には、その役割及び考課を反映し設定しております。

　3)特別執行手当
連結の経営観点面での勤務地異動等に際し、担当職務以外の特命事項がある場合に、報酬委員会
にて支給の是非及び額を審議して決定しております。

　4)年次賞与（業績連動報酬）
当社の業績連動報酬は、連結経営の成果に応じて算定しております。
連結経営の成果の判断のための指標は、連結売上高と連結営業利益率を基準指標として採用して
おります。この指標の採用理由は、当社の報酬体系が指向する目的の一つである短期業績確保の
実現度を判断するための客観的・明示的な指標であることによります。
具体的な額の決定は、予め、連結売上高及び連結営業利益率の達成度別のテーブルを設け、その
テーブル毎に、職務手当と特別執行手当の合算額に対する係数を設定し、各年度の連結売上高、
連結営業利益率の実績に対応したテーブルの係数を適用し年次賞与を算定いたしております。但
し、上記によって計算された年次賞与の総枠は、親会社株主に帰属する当期純利益の10％を上
限とし、企業業績や経営環境及び今後の業績見通し等を勘案のうえ、個人ごとの考課を加味して
配分いたします。支給は翌事業年度となり、当事業年度は上記算定による見込み額を費用計上し
ております。
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会社役員に関する事項

売上高 営業利益率 親会社株主に帰属する
当期純利益

業績連動報酬等
の総額

27,346百万円 7.3％ 1,194百万円 55百万円

⑤業績連動報酬等の額又は数の算定に用いた業績指標に関する実績

⑥当事業年度に係る執行役等の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると報酬委員会が判断した理由
　当社の報酬体系は、中長期企業価値向上に向けた役割及び成果を基本報酬にて判定し、短期業績
の達成度につきましては賞与側で判定しております。
　当事業年度の報酬につきましては、基本報酬は、中長期企業価値向上に向けて、それぞれの役員
に当事業年度付与されている役割に応じたものであり、また、賞与は当事業年度の経営実績を方針
どおりに反映したものであることから、報酬委員会は当事業年度の報酬の内容が当該方針に沿うも
のであると判断しております。
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会計監査人に関する事項

5. 会計監査人に関する事項

金額

①会計監査人としての報酬等の額 27,600千円

②当社及び当社子会社が支払うべき
　金銭その他の財産上の利益の合計額

27,600千円

⑴ 会計監査人の名称
　ひびき監査法人

⑵ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．上記①の報酬等の額については、当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の報酬の額等の区分をしていないため、監査の報酬の合計金額を記載しております。

２．監査委員会は、会計監査人の前事業年度の監査実績の評価及び分析、当該事業年度の監査計画の内容、監査日
数や人員配置等報酬額の見積りの妥当性及び監査報酬の推移等を検討、あわせて社内関係部署から報告聴取を行
ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意を行っております。

３．当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国に
おけるこの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

⑶ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
ときは、監査委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合など、監査委員会が必
要と判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容
を決定いたします。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

6. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社の利益の配分は、連結業績をベースに、株主様への安定的かつ適切な利益還元、将来の事業展
開や競争力強化のための研究開発投資や設備投資、継続的な経営基盤の強化に必要な内部留保の確
保、のこれら3つのバランスを考慮して決定することを資本政策の基本的な方針としております。
　また、当社は、“会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行う”
旨、定款に定めており、中間期と期末期において年2回の剰余金の配当を行うことを基本方針として
おります。
　上記の基本方針に基づき当期末配当は、１株当たり11.0円といたします。
　これにより、通期では既に実施いたしました中間配当3円と合わせて、14.0円の配当となります。

■ 1株当たりの年間配当金と1株当たり当期純利益

0

5

10

15

0

20

40

60

第89期
2017年3月期

11

6

5

第90期
2018年3月期

11

6

5

第91期
2019年3月期

11

5

6

11

5

6

第92期
2020年3月期

7

7

第93期
2021年3月期

３

第94期
2022年3月期

8.5

5.5

４

第95期
2023年3月期

９

５

3
第96期
2024年3月期

8.5

5.5

3

第97期
2025年3月期
（当事業年度）

14

11

29.84

2.64

21.3621.11 28.69

35.10

23.05

47.30

6.72

期末配当中間配当 1株当たり当期純利益 （単位：円）
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2025年3月31日現在） （単位：千円）

項　目 金　額
資産の部
流動資産 20,112,977

現金及び預金 5,929,507
受取手形及び売掛金 8,183,672
電子記録債権 2,823,393
商品及び製品 749,868
仕掛品 760,951
原材料及び貯蔵品 1,156,880
その他 509,843
貸倒引当金 △1,140

固定資産 18,231,606
有形固定資産 14,183,631
建物及び構築物 4,144,180
機械装置及び運搬具 2,231,040
土地 4,406,640
建設仮勘定 3,128,085
その他 273,685
無形固定資産 338,730
ソフトウェア 285,225
その他 53,504
投資その他の資産 3,709,243
投資有価証券 1,745,251
長期貸付金 1,067,713
繰延税金資産 220,787
退職給付に係る資産 576,976
その他 98,614
貸倒引当金 △100

資産合計 38,344,584
　

項　目 金　額
負債の部
流動負債 6,882,547

買掛金 1,680,401
短期借入金 2,900,000
未払費用 639,920
未払法人税等 257,665
賞与引当金 596,096
役員賞与引当金 55,000
製品保証引当金 21,868
製品補償引当金 36,001
その他 695,593

固定負債 7,715,033
社債 1,500,000
長期借入金 4,400,000
長期未払費用 136,492
繰延税金負債 54,287
再評価に係る繰延税金負債 1,031,434
退職給付に係る負債 467,275
その他 125,542

負債合計 14,597,580
純資産の部
株主資本 19,931,698

資本金 5,001,745
資本剰余金 4,301,941
利益剰余金 14,249,124
自己株式 △3,621,112

その他の包括利益累計額 3,452,273
その他有価証券評価差額金 931,490
土地再評価差額金 1,942,523
為替換算調整勘定 150,828
退職給付に係る調整累計額 427,431

非支配株主持分 363,031
純資産合計 23,747,003
負債及び純資産合計 38,344,584
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連結損益計算書

連結損益計算書（自2024年4月1日　至2025年3月31日） （単位：千円）

項　目 金　額

売上高 27,346,541

売上原価 20,313,174

売上総利益 7,033,367

販売費及び一般管理費 5,042,580

営業利益 1,990,786

営業外収益

受取利息及び配当金 68,052

固定資産賃貸料 43,583

スクラップ売却益 237,542

助成金収入 90,834

その他 73,841 513,855

営業外費用

支払利息 52,725

持分法による投資損失 333,786

為替差損 54,890

支払補償費 163,943

製品補償引当金繰入額 36,001

その他 65,845 707,194

経常利益 1,797,446

税金等調整前当期純利益 1,797,446

法人税、住民税及び事業税 600,049

法人税等調整額 △42,061 557,988

当期純利益 1,239,458

非支配株主に帰属する当期純利益 44,785

親会社株主に帰属する当期純利益 1,194,672
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年5月20日

株式会社　指 月 電 機 製 作 所
取 締 役 会　御中

ひびき監査法人
　大阪事務所
代表社員
業務執行社員 公認会計士 岡 田 博 憲

業務執行社員 公認会計士 安 富 茉 衣
　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社指月電機製作所の2024年４月１日から2025年３月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社指月電
機製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の連結監査報告書　謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監
査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性
に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

32



招
集
ご
通
知

株
主
総
会

参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
監
査
報
告
書

監
査
報
告
書

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

2025/05/27 20:30:15 / 24182172_株式会社指月電機製作所_招集通知_電子提供措置用

貸借対照表

貸借対照表（2025年3月31日現在） （単位：千円）

項　目 金　額
資産の部
流動資産 15,637,878

現金及び預金 2,635,146
受取手形 339,333
電子記録債権 2,823,393
売掛金 7,488,821
商品及び製品 238,320
仕掛品 355,836
原材料及び貯蔵品 143,484
短期貸付金 394,800
未収入金 1,179,185
その他 40,798
貸倒引当金 △1,240

固定資産 17,708,502
有形固定資産 6,163,194
建物 1,942,715
構築物 68,798
機械及び装置 282,863
車両運搬具 498
工具、器具及び備品 129,387
土地 3,707,074
リース資産 13,039
建設仮勘定 18,817
無形固定資産 109,903
ソフトウェア 103,303
その他 6,600
投資その他の資産 11,435,404
投資有価証券 1,742,451
関係会社株式 1,591,791
関係会社出資金 28,177
長期貸付金 10,169,776
その他 485,268
貸倒引当金 △2,582,061

資産合計 33,346,381
　

項　目 金　額
負債の部
流動負債 6,545,343

買掛金 2,507,365
短期借入金 2,900,000
リース債務 2,301
未払費用 116,152
未払法人税等 153,493
賞与引当金 222,845
役員賞与引当金 55,000
製品保証引当金 2,271
その他 585,915

固定負債 7,253,200
社債 1,500,000
長期借入金 4,400,000
リース債務 10,738
長期未払費用 136,492
繰延税金負債 114,414
再評価に係る繰延税金負債 1,031,434
その他 60,120

負債合計 13,798,544
純資産の部
株主資本 16,673,822
資本金 5,001,745
資本剰余金 4,276,006
資本準備金 1,300,000
その他資本剰余金 2,976,006
利益剰余金 11,017,183
その他利益剰余金 11,017,183
繰越利益剰余金 11,017,183

自己株式 △3,621,112
評価・換算差額等 2,874,013

その他有価証券評価差額金 931,490
土地再評価差額金 1,942,523

純資産合計 19,547,836
負債及び純資産合計 33,346,381
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損益計算書

損益計算書（自2024年4月1日　至2025年3月31日） （単位：千円）

項　目 金　額

売上高 24,615,536

売上原価 18,921,404

売上総利益 5,694,131

販売費及び一般管理費 3,329,777

営業利益 2,364,353

営業外収益

受取利息及び配当金 125,191

固定資産賃貸料 101,703

その他 21,991 248,886

営業外費用

支払利息 52,725

為替差損 26,804

貸与設備諸費用 64,893

その他 15,381 159,805

経常利益 2,453,434

特別損失

貸倒引当金繰入額 528,626 528,626

税引前当期純利益 1,924,808

法人税、住民税及び事業税 663,084

法人税等調整額 6,939 670,024

当期純利益 1,254,784
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年5月20日

株式会社　指 月 電 機 製 作 所
取 締 役 会　御中

ひびき監査法人
　大阪事務所 

代表社員
業務執行社員 公認会計士 岡 田 博 憲

業務執行社員 公認会計士 安 富 茉 衣
　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社指月電機製作所の2024年4月1日から2025年3
月31日までの第97期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告

監　査　報　告　書
　当監査委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第97期事業年度における取締役及び執行役の職
務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
　監査委員会は、会社法第416条第1項第1号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執行役並びに使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監
査を実施しました。
①監査委員会が定めた監査委員会監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門

と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び執行役等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
しました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監 査 委 員 小 山 義 雄 ㊞
監 査 委 員 谷 　 和 義 ㊞
監 査 委 員 松 尾 誠 人 ㊞
監 査 委 員 奥 西 啓 祐 ㊞

2025年5月22日
株式会社指月電機製作所
監査委員会

（注）監査委員　谷和義、松尾誠人及び奥西啓祐は、会社法第2条第15号及び第400条第3項に規定する社外取締役
であります。

監査委員会の監査報告書　謄本
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地図

第97回定時株主総会 会場ご案内図
　

株主総会会場
株式会社指月電機製作所
〒662-0867 兵庫県西宮市大社町10番45号
TEL ： 0798-74-5821（代）

交通のご案内
　

■ JR西宮駅から 改札口を北側(右手)に出てバス停より、阪急バス「甲東園行き」路線番号[11]にて約10分「大社
町」下車

■ 阪急西宮北口駅から 南改札口を出て1階のバス停より、阪急バス「甲東園行き」路線番号[11]にて約15分「甲東園行
き」路線番号[12]にて約10分、「大社町」下車

■ 阪神西宮駅から えびす口(西側)改札口を出て1階北側のバス停より、阪神バス「山手東回り」にて約15分「大社町」
下車

　

甲山森林公園　
　　北山ダム方面
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※構内建屋の一部は現在、建替え工事中でありますこと、ご了承ください。（株主総会当日、工事は中断しております。）
※十分な駐車スペースが確保できませんので、公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。


